
1 

 

 

国債証券先物取引における受渡決済制度の変更等及び円位未満の呼値の単位が定められる 

株券に係るＤＶＰ清算値段等の取扱いの変更に伴う「業務方法書」等の一部改正について 

 
 

２ ０ １ ５ 年 ２ 月 １ ７ 日 
株式会社日本証券クリアリング機構 

 
 

１. 改正趣旨 

 

株式会社大阪取引所に上場する国債証券先物取引（Large 取引）について受渡決済における

経過利子の計算方法が変更されるとともに同先物取引における取引最終日から受渡決済期日ま

での期間が２日間短縮されることから、当社は、同先物取引の受渡決済における経過利子の課

税・非課税扱い区分を廃止するとともに受渡決済に係る決済物件の申告時限を見直し、かつ、

国債先物取引清算資格に係る清算基金所要額を構成する受渡決済清算基金基準額の算出方法等

を一部見直すべく、所要の制度改正を行う。 

また、現状、DVP 清算値段及び代用有価証券の時価等について１円未満の数値を切り捨てる

取扱いを改め、１円未満の数値を DVP 清算値段及び代用有価証券の時価等に採用すべく、所要

の制度改正を行う。 

 

 

２. 改正概要 （備  考） 

（1）受渡決済における課税・非課税区分の廃止 

・ 国債証券先物取引の受渡決済に係る経過利子の取扱いに

際して、課税扱いと非課税扱いの区分を廃止する。 

 

 

（2）決済物件の申告時限の変更 

・ 決済物件の申告時限を取引最終日の終了する日から起

算して２日目の日の午後５時とする。 

 

（3）受渡決済清算基金基準額の算出方法の変更 

・ 国債先物取引清算資格に係る清算基金所要額を構成する

受渡決済清算基金基準額の算出の際に用いている清算値

段価格変動率について、参照する価格変動期間を「６取

引日」から「４取引日」に変更する。 

 

（4）証券決済未了の場合の決済繰り延べ日の取扱いの変更 

・ 新日銀ネットにおいて利払日前の振替停止期間が廃止

されることに伴い、証券決済未了の場合の決済繰り延

べ可能日を約定決済日から起算して５日目までの日に

統一し、併せて利子の補償に係る取扱いを改正する。 

 

・業務方法書第７３条の１０、第

７３条の１１、業務方法書の取

扱い第２０条の６ 

 

 

・業務方法書の取扱い第２０条の

７ 

 

 

・清算基金所要額に関する規則別

表１第２項 

 

 

 

 

・業務方法書第７３条、国債証券

に関する証券決済未了の場合

の取扱いに関する規則第４条 
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（5）DVP 清算値段及び代用有価証券の時価等の採用方法の

変更 

・ １円未満の数値を DVP 清算値段及び代用有価証券の

時価等に採用する。 

 

 

 

 

（6）その他 

・ その他所要の改正を行う。 

 

 

 

・先物・オプション取引に係る取

引証拠金等に関する規則別表

第２項、業務方法書の取扱い第

１１条、別表第１、証券決済未

了の場合及びバイインの取扱

いに関する規則第１５条 

 

・業務方法書第８３条の２、業務

方法書の取扱い第２０条 

 

 
 

３. 施行日 

 

２０１５年１０月１３日から施行する。ただし、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済

を行うために必要な当社又は当社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生じた場合その他

やむを得ない事由により、改正後の規定を適用することが適当でないと当社が認める場合には、２

０１５年１０月１３日以後の当社が定める日から施行する。 

 

以 上 
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国債証券先物取引における受渡決済制度の変更等及び円位未満の呼値の単位が定められる
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業務方法書の一部改正新旧対照表

新 旧

（証券決済未了の場合の取扱い）

第７３条 （略）

２ 前項の場合においては、当該渡方現物清算参加者

は、約定決済日から起算して５日目の日までの日（休

業日を除く。）に決済を行わなければならない。この

場合において、当該渡方現物清算参加者は、あらかじ

め決済を行う日を当社に申告するものとし、当該日を

もって証券決済未了の場合における決済日とする。

３～５ （略）

（証券決済未了の場合の取扱い）

第７３条 （略）

２ 前項の場合においては、当該渡方現物清算参加者

は、約定決済日から起算して５日目の日までの日（約

定決済日から起算して５日目の日が当該国債証券の

利払期日前３日間（銀行休業日を除外する。）のいず

れかの日に当たる場合にあっては、当該利払期日の３

日前（銀行休業日を除外する。）の日の前日までの日

又は当該利払期日（休業日に当たる場合は、順次繰り

下げる。）のいずれかの日）（休業日を除く。）に決

済を行わなければならない。この場合において、当該

渡方現物清算参加者は、あらかじめ決済を行う日を当

社に申告するものとし、当該日をもって証券決済未了

の場合における決済日とする。

３～５ （略）

第７３条の１０ 削除

（経過利子の取扱い）

第７３条の１０ 受渡決済（指定市場開設者が定めるＬ

ａｒｇｅ取引（指定市場開設者が定める国債証券先物

取引に係るＬａｒｇｅ取引をいう。以下この項におい

て同じ。）に係る受渡決済をいう。以下同じ。）におけ

る経過利子（指定市場開設者がＬａｒｇｅ取引につい

て定める経過利子をいう。以下この節において同じ。）

の課税扱いと非課税扱いの取扱いの区分は、国債先物

等清算参加者からの申告に基づき当社が定めるもの

とする。この場合において、各国債先物等清算参加者

からの申告を集計した結果、経過利子を非課税扱いと

する最終総売建玉（取引最終日（指定市場開設者がＬ

ａｒｇｅ取引に関し定める取引最終日をいう。以下こ

の項において同じ。）までの間に買戻しがされなかっ

た売建玉（以下「最終売建玉」という。）をＬａｒｇ

ｅ取引の各限月取引について合計した数量をいう。）

と最終総買建玉（取引最終日までの間に転売がされな

かった買建玉（以下「最終買建玉」という。）をＬａ
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ｒｇｅ取引の各限月取引について合計した数量をい

う。）が一致しない場合には、当社は、その一致しな

い数量について、当社が別に定めるところにより指定

する国債先物等清算参加者の非課税扱いに係る最終

売建玉又は最終買建玉の全部又は一部の経過利子の

取扱いを課税扱いに変更する。

２ 国債先物等清算参加者は、当社が定めるところによ

り、最終売建玉及び最終買建玉について、経過利子の

取扱いの区分を当社に申告するものとする。

（受渡決済のために授受する国債証券及び金銭）

第７３条の１１ 国債先物等清算参加者が受渡決済（指

定市場開設者が定めるＬａｒｇｅ取引（指定市場開設

者が定める国債証券先物取引に係るＬａｒｇｅ取引

をいう。以下この条において同じ。）に係る受渡決済

をいう。以下同じ。）のために授受する国債証券の数

量及び金銭の額は、次の各号に定めるところによる。

（１） 国債証券の数量は、最終売建玉（取引最終日

（指定市場開設者がＬａｒｇｅ取引に関し定める

取引最終日をいう。以下この条において同じ。）ま

での間に買戻しがされなかった売建玉をいう。）と

最終買建玉（取引最終日までの間に転売がされなか

った買建玉をいう。）の差引数量

（２） （略）

（受渡決済のために授受する国債証券及び金銭）

第７３条の１１ 国債先物等清算参加者が受渡決済の

ために授受する国債証券の数量及び金銭の額は、次の

各号に定めるところによる。

（１） 国債証券の数量は、前条第１項の規定により

当社が定めた経過利子の取扱いの区分ごとの最終

売建玉と最終買建玉の差引数量

（２） （略）

（国債証券先物取引の決済物件の変更等）

第８３条の２ 当社は、建玉の状況等から受渡決済が困

難であると認める場合は、Ｌａｒｇｅ取引（第７３条

の１１に定めるＬａｒｇｅ取引をいう。）における当

社と清算参加者の間の決済物件の変更又は受渡決済

期日の変更に関する措置を行うことができる。

（国債証券先物取引の決済物件の変更等）

第８３条の２ 当社は、建玉の状況等から受渡決済が困

難であると認める場合は、Ｌａｒｇｅ取引（第７３条

の１０第１項に定めるＬａｒｇｅ取引をいう。）にお

ける当社と清算参加者の間の決済物件の変更又は受

渡決済期日の変更に関する措置を行うことができる。
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付  則

１ この改正規定は、平成２７年１０月１３日から施行

する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当社と清

算参加者の間の決済を行うために必要な当社又は当

社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正後の規

定を適用することが適当でないと当社が認める場合

には、平成２７年１０月１３日以後の当社が定める日

から施行する。
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先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

別表 別表

代用有価証券の種類及びその代用価格等に関する表 代用有価証券の種類及びその代用価格等に関する表

１ （略） １ （略）

２ 前項の有価証券の種類、時価及び当社の定める率は

以下のとおりとする。

２ 前項の有価証券の種類、時価及び当社の定める率は

以下のとおりとする。

有価証券の種類 時価
時価に乗

ずべき率

（略）

株券

優先出資証券

外国株預託証

券

外国投資信託

の受益証券

外国投資証券

受益証券発行

信託の受益証

券

外国受益証券

発行信託の受

益証券

国内の金融

商品取引所

に上場され

ているもの

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２）

１００分

の７０

（略）

有価証券の種類 時価
時価に乗

ずべき率

（略）

株券

優先出資証券

外国株預託証

券

外国投資信託

の受益証券

外国投資証券

受益証券発行

信託の受益証

券

外国受益証券

発行信託の受

益証券

国内の金融

商品取引所

に上場され

ているもの

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（株券に

つ い て

は、円位

未満の端

数金額を

切り捨て

る。）（注

２）

１００分

の７０

（略）

（注）１．～５． （略） （注）１．～５． （略）

３ （略） ３ （略）

付  則

１ この改正規定は、平成２７年１０月１３日から施行

する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当社と清

算参加者の間の決済を行うために必要な当社又は当

社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生
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じた場合その他やむを得ない事由により、改正後の規

定を適用することが適当でないと当社が認める場合

には、平成２７年１０月１３日以後の当社が定める日

から施行する。
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業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表

新 旧

（ＤＶＰ清算値段）

第１１条 業務方法書第４９条に規定するＤＶＰ清算

値段は、当該銘柄について前日（休業日に当たるとき

は、順次繰り上げる。以下同じ。）に約定値段（各指

定市場開設者が定める気配値段を含む。以下この条、

第１８条及び第１９条において同じ。）がある指定金

融商品市場（取引所金融商品市場に限る。以下この条、

第１８条及び第１９条において同じ。）から一定の順

位により選択された指定金融商品市場における前日

の最終値段（指定市場開設者が定めるところにより気

配表示された最終気配値段を含む。以下この条、第１

８条及び第１９条において同じ。）とする。

２ 前項の場合において、当該前日に指定金融商品市場

のいずれにおいても約定値段がない場合は、指定金融

商品市場から一定の順位により選択した指定金融商

品市場における当該前日の基準値段をＤＶＰ清算値

段とする。

３・４ （略）

（ＤＶＰ清算値段）

第１１条 業務方法書第４９条に規定するＤＶＰ清算

値段は、当該銘柄について前日（休業日に当たるとき

は、順次繰り上げる。以下同じ。）に約定値段（各指

定市場開設者が定める気配値段を含む。以下この条、

第１８条及び第１９条において同じ。）がある指定金

融商品市場（取引所金融商品市場に限る。以下この条、

第１８条及び第１９条において同じ。）から一定の順

位により選択された指定金融商品市場における前日

の最終値段（指定市場開設者が定めるところにより気

配表示された最終気配値段を含み、株券については、

円位未満の端数を切り捨てる。以下この条、第１８条

及び第１９条において同じ。）とする。

２ 前項の場合において、当該前日に指定金融商品市場

のいずれにおいても約定値段がない場合は、指定金融

商品市場から一定の順位により選択した指定金融商

品市場における当該前日の基準値段（株券について

は、円位未満の端数を切り捨てる。）をＤＶＰ清算値

段とする。

３・４ （略）

（国債証券及び金銭の授受方法）

第２０条  業務方法書第７２条第１項に規定する決済

及び同第７３条の１２第１項に規定する受渡決済に

伴う国債証券の授受は、社債、株式等の振替に関する

法律（平成１３年法律第７５号）に基づき日本銀行に

開設された口座の振替により行うものとし、この場合

における国債資金同時受渡依頼及び決済指示（国債）

は、次の各号に定めるところによる。

（１）  渡方清算参加者と当社との間の決済について

は、次のａからｃまでに掲げる区分に従い、当該ａ

からｃまでに定めるところにより行う。

ａ  渡方清算参加者の口座と当社の口座との間で

（国債証券及び金銭の授受方法）

第２０条  業務方法書第７２条第１項に規定する決済

及び同第７３条の１２第１項に規定する受渡決済に

伴う国債証券の授受は、社債、株式等の振替に関する

法律（平成１３年法律第７５号）に基づき日本銀行に

開設された口座の振替（非課税扱いの条件が付された

売買の決済にあっては、非課税口座の振替）により行

うものとし、この場合における国債資金同時受渡依頼

は、次の各号に定めるところによる。

（１）  渡方清算参加者と当社との間の決済について

は、次のａからｃまでに掲げる区分に従い、当該ａ

からｃまでに定めるところにより行う。

ａ  渡方清算参加者の口座と当社の口座との間で
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振替を行う場合

渡方清算参加者が、日本銀行に対して国債資金

同時受渡依頼及び決済指示（国債）を行う。

ｂ  日本銀行が定める日本銀行国債振替決済業務

規程第１１条第１項の規定により日本銀行が指

定する参加者（あらかじめ当社に届け出た者に限

る。）の口座と当社の口座との間で振替を行う場

合

当該日本銀行が指定する参加者が、日本銀行に

対して国債資金同時受渡依頼及び決済指示（国

債）を行う。この場合において、渡方清算参加者

は、当該日本銀行が指定する参加者に対し必要な

指示を行うものとする。

ｃ  代理人の口座と当社の口座との間で振替を行

う場合（当社が定めるところによりあらかじめ当

社の承認を得た場合に限る。）

当該代理人が、日本銀行に対して国債資金同時

受渡依頼及び決済指示（国債）を行う。この場合

において、当社の承認を得た渡方清算参加者は、

当該代理人に対し必要な指示を行うものとする。

（２）  当社と受方清算参加者との間の決済について

は、当社が日本銀行に対して国債資金同時受渡依頼

及び決済指示（国債）を行う。

２  業務方法書第７２条第１項規定する決済及び同第

７３条の１２第１項に規定する受渡決済に伴う金銭

の授受は、次の各号に定めるところにより行うものと

する。

（１）  金銭を支払う清算参加者は、日本銀行金融ネ

ットワークシステムを利用した国債資金同時受渡

に伴う金銭の受払いを行うために日本銀行に設け

られた当該清算参加者の口座（当該口座がない場合

には、日本銀行に設けられた日本銀行当座勘定取引

先の口座のうちから、当該清算参加者が日本銀行金

融ネットワークシステムを利用した国債資金同時

受渡に伴う金銭の受払いを行うために選定した口

座）のうちから、当該清算参加者が指定した口座（以

振替を行う場合

渡方清算参加者が、日本銀行に対して国債資金

同時受渡依頼を行う。

ｂ  日本銀行が定める日本銀行国債振替決済業務

規程第１１条第１項の規定により日本銀行が指

定する参加者（あらかじめ当社に届け出た者に限

る。）の口座と当社の口座との間で振替を行う場

合

当該日本銀行が指定する参加者が、日本銀行に

対して国債資金同時受渡依頼を行う。この場合に

おいて、渡方清算参加者は、当該日本銀行が指定

する参加者に対し必要な指示を行うものとする。

ｃ  代理人の口座と当社の口座との間で振替を行

う場合（当社が定めるところによりあらかじめ当

社の承認を得た場合に限る。）

当該代理人が、日本銀行に対して国債資金同時

受渡依頼を行う。この場合において、当社の承認

を得た渡方清算参加者は、当該代理人に対し必要

な指示を行うものとする。

（２）  当社と受方清算参加者との間の決済について

は、当社が日本銀行に対して国債資金同時受渡依頼

を行う。

２  業務方法書第７２条第１項規定する決済及び同第

７３条の１２第１項に規定する受渡決済に伴う金銭

の授受は、次の各号に定めるところにより行うものと

する。

（１）  金銭を支払う清算参加者は、日本銀行金融ネ

ットワークシステムを利用した国債資金同時受渡

に伴う金銭の受払いを行うために日本銀行に設け

られた当該清算参加者の口座（当該口座がない場合

には、日本銀行に設けられた日本銀行当座勘定取引

先の口座のうちから、当該清算参加者が日本銀行金

融ネットワークシステムを利用した国債資金同時

受渡に伴う金銭の受払いを行うために選定した口

座）のうちから、当該清算参加者が指定した口座（以
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下「指定口座」という。）から、日本銀行に設けら

れた当社の口座に振り込むものとする。この場合に

おける決済指示（資金）は、次のａ又はｂに定める

ところにより行うものとする。

ａ  金銭を支払う清算参加者の口座から振り込む

場合

金銭を支払う清算参加者が、日本銀行に対して

決済指示（資金）を行う。

ｂ  金銭を支払う清算参加者以外の日本銀行当座

勘定取引先の口座から振り込む場合

当該日本銀行当座勘定取引先が、日本銀行に対

して決済指示（資金）を行う。この場合において、

金銭を支払う清算参加者は、当該日本銀行当座勘

定取引先に対し必要な指示を行うものとする。

（２）  金銭を受領する清算参加者は、指定口座にお

いて受領するものとし、この場合における決済指示

（資金）は当社が行う。

３ （略）

下「指定口座」という。）から、日本銀行に設けら

れた当社の口座に振り込むものとする。この場合に

おける資金受渡依頼は、次のａ又はｂに定めるとこ

ろにより行うものとする。

ａ  金銭を支払う清算参加者の口座から振り込む

場合

金銭を支払う清算参加者が、日本銀行に対して

資金受渡依頼を行う。

ｂ  金銭を支払う清算参加者以外の日本銀行当座

勘定取引先の口座から振り込む場合

当該日本銀行当座勘定取引先が、日本銀行に対

して資金受渡依頼を行う。この場合において、金

銭を支払う清算参加者は、当該日本銀行当座勘定

取引先に対し必要な指示を行うものとする。

（２）  金銭を受領する清算参加者は、指定口座にお

いて受領するものとし、この場合における資金受渡

依頼は当社が行う。

３ （略）

第２０条の６ 削除

（経過利子の取扱いの区分等）

第２０条の６ 業務方法書第７３条の１０第１項に規

定する経過利子の取扱いの区分は、次項に規定する各

国債先物等清算参加者からの申告に基づき、経過利子

を非課税扱いとする最終総売建玉と最終総買建玉の

いずれか大きな数量について、各国債先物等清算参加

者又は各国債先物等非清算参加者の自己分の数量及

び顧客ごとの委託分の数量を最小単位に細分化して、

変更を行うものとする。

２ 国債先物等清算参加者は、業務方法書第７３条の１

０第２項の規定に基づき、当該国債先物等清算参加者

の最終売建玉及び最終買建玉について、次に掲げる事

項を取引最終日の終了する日の翌日の午後３時まで

に当社に申告するものとする。ただし、当社は、必要

があると認めるときは、当該申告時限を臨時に変更す

ることができる。

（１）  経過利子を課税扱いとする数量
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（２）  経過利子を非課税扱いとする数量について

は、国債先物等清算参加者の自己分の数量、国債先

物等清算参加者の顧客ごとに区分した委託分の数

量、国債先物等非清算参加者ごとに区分した国債先

物等非清算参加者の自己分の数量、各国債先物等非

清算参加者の顧客ごとに区分した国債先物等非清

算参加者の委託分の数量

（国債証券先物取引の受渡決済に係る決済物件の申

告時限）

第２０条の７ 業務方法書第７３条の１４に規定する

当社が定める時限は、取引最終日の終了する日から起

算して２日目の日の午後５時とする。ただし、当社が

必要と認める場合には、当社がその都度定める時限と

する。

（国債証券先物取引の受渡決済に係る決済物件の申

告時限）

第２０条の７ 業務方法書第７３条の１４に規定する

当社が定める時限は、取引最終日の終了する日から起

算して４日目の日の午後３時とする。ただし、当社が

必要と認める場合には、当社がその都度定める時限と

する。

付  則

１ この改正規定は、平成２７年１０月１３日から施行

する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当社と清

算参加者の間の決済を行うために必要な当社又は当

社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正後の規

定を適用することが適当でないと当社が認める場合

には、平成２７年１０月１３日以後の当社が定める日

から施行する。

別表第１ 別表第１

代用有価証券の種類及びその代用価格等に関する表 代用有価証券の種類及びその代用価格等に関する表

１ 業務方法書第１６条第３項及び第４項、第５２条第

２項及び第３項並びに第７０条第２項及び第３項に定

める当社が適当と認める有価証券の種類並びに当社が

定める時価及び率は以下のとおりとする。

１ 業務方法書第１６条第３項及び第４項、第５２条第

２項及び第３項並びに第７０条第２項及び第３項に定

める当社が適当と認める有価証券の種類並びに当社が

定める時価及び率は以下のとおりとする。

有価証券の種類 時価 時価に乗ず 有価証券の種類 時価 時価に乗ず
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べき率

（略） （略） （略） （略）

株券

優先出資

証券

外国株預

託証券

外国投資

信託の受

益証券

外国投資

証券

受益証券

発行信託

の受益証

券

外国受益

証券発行

信託の受

益証券

国内の

金融商

品取引

所に上

場され

ている

もの

金融商品取

引所（注１）

における最

終価格（注

２）

１００分の

７０

（略） （略） （略） （略）

べき率

（略） （略） （略） （略）

株券

優先出資

証券

外国株預

託証券

外国投資

信託の受

益証券

外国投資

証券

受益証券

発行信託

の受益証

券

外国受益

証券発行

信託の受

益証券

国内の

金融商

品取引

所に上

場され

ている

もの

金融商品取

引所（注１）

における最

終価格（株

券について

は、円位未

満の端数金

額を切り捨

てる。）（注

２）

１００分の

７０

（略） （略） （略） （略）

（注）１．～５． （略） （注）１．～５． （略）

２～８ （略） ２～８ （略）
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清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

別表１ 別表１

清算基金所要額の算出に関する表 清算基金所要額の算出に関する表

１．（略） １．（略）

２．国債先物等清算資格に係る清算基金所要額（以下「国

債先物等清算基金所要額」という。）

２．国債先物等清算資格に係る清算基金所要額（以下「国

債先物等清算基金所要額」という。）

国債先物等清算基金所要額は、次に定める計算式に

より算出される額とする。ただし、当該額が１，００

０万円を下回る場合は、１，０００万円とする。なお、

計算式における用語の意義は、次のａからｄまでに定

めるとおりとする。

国債先物等清算基金所要額

＝期間最大基準ＰＭＬ額ＪＧＢ×個社按分基礎ＩＭ

額ＪＧＢ／按分基礎ＩＭ総額ＪＧＢ＋総受渡決済清

算基金基準額

国債先物等清算基金所要額は、次に定める計算式に

より算出される額とする。ただし、当該額が１，００

０万円を下回る場合は、１，０００万円とする。なお、

計算式における用語の意義は、次のａからｄまでに定

めるとおりとする。

国債先物等清算基金所要額

＝期間最大基準ＰＭＬ額ＪＧＢ×個社按分基礎ＩＭ

額ＪＧＢ／按分基礎ＩＭ総額ＪＧＢ＋総受渡決済清

算基金基準額

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略）

ｄ 総受渡決済清算基金基準額とは、Ｌａｒｇｅ

取引の各限月取引の取引最終日から受渡決済期

日の前日までにおいて、銘柄ごとに次に定める計

算式により算出される受渡決済清算基金基準額

の合計額をいう。なお、計算式における用語の意

義は、次の（ａ）及び（ｂ）に定めるとおりとす

る。

ｄ 総受渡決済清算基金基準額とは、Ｌａｒｇｅ

取引の各限月取引の取引最終日から受渡決済期

日の前日までにおいて、銘柄ごとに次に定める計

算式により算出される受渡決済清算基金基準額

の合計額をいう。なお、計算式における用語の意

義は、次の（ａ）及び（ｂ）に定めるとおりとす

る。

受渡決済清算基金基準額

＝当該銘柄の受渡決済建玉数量×１億円×当

該銘柄の価格変動率

受渡決済清算基金基準額

＝当該銘柄の受渡決済建玉数量×１億円×当

該銘柄の価格変動率

（ａ） （略） （ａ） （略）

（ｂ） 当該銘柄の価格変動率とは、Ｌａｒｇｅ

取引の当該銘柄の清算値段価格変動率の価格

変動率算定期間における９９％カバー最小値

をいう。

（注１） 当該銘柄の清算値段価格変動率と

は、次に定める計算式により算出される数値

（ｂ） 当該銘柄の価格変動率とは、Ｌａｒｇｅ

取引の当該銘柄の清算値段価格変動率の価格

変動率算定期間における９９％カバー最小値

をいう。

（注１） 当該銘柄の清算値段価格変動率と

は、次に定める計算式により算出される数値
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をいう。ただし、計算式における当該銘柄の

清算値段について適当でないと認められる

場合には、当社が定める値段とする。

をいう。ただし、計算式における当該銘柄の

清算値段について適当でないと認められる

場合には、当社が定める値段とする。

当該銘柄の清算値段価格変動率

＝｜一の取引日の当該銘柄の清算値段－

４取引日前の当該銘柄の清算値段｜／

４取引日前の当該銘柄の清算値段

当該銘柄の清算値段価格変動率

＝｜一の取引日の当該銘柄の清算値段－

６取引日前の当該銘柄の清算値段｜／

６取引日前の当該銘柄の清算値段

付  則

１ この改正規定は、平成２７年１０月１３日から施行

する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当社と清

算参加者の間の決済を行うために必要な当社又は当

社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正後の規

定を適用することが適当でないと当社が認める場合

には、平成２７年１０月１３日以後の当社が定める日

から施行する。
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証券決済未了の場合及びバイインの取扱いに関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

（バイインによる売買の売付申込み） （バイインによる売買の売付申込み）

第１５条 バイインの買付けに対する売付けの申込み

は、現物清算参加者が、次の各号に定めるところによ

り行うものとする。

第１５条 バイインの買付けに対する売付けの申込み

は、現物清算参加者が、次の各号に定めるところによ

り行うものとする。

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略）

（４） 売付申込値段の単位

売付申込値段の単位は、当該銘柄の指定金融商品

市場における呼値の単位に準じて当社が定めた単

位とする。

（４） 売付申込値段の単位

売付申込値段の単位は、当該銘柄の指定金融商品

市場における呼値の単位（株券については、円位未

満の値段となる場合には、１円）に準じて当社が定

めた単位とする。

（５） 売付申込値段の制限

売付申込値段は、バイインによる売買を行う日の

一定の順位により選択された指定金融商品市場（取

引所金融商品市場に限る。）における最終値段（指

定市場開設者の定める気配表示が行われていると

きは、当該最終気配値段を含み、当該バイインを行

う日に最終値段（当該最終気配値段を含む。）がな

いとき又は業務方法書第６４条第３項各号（第４号

を除く。）に掲げる日の２日前若しくは前日におい

ては当社がその都度定める値段とする。）と当該値

段からその１０％相当額を加えた値段の範囲内の

値段とする。ただし、当社は、必要があると認める

ときは、当該売付申込値段の範囲を臨時に変更する

ことができる。

（５） 売付申込値段の制限

売付申込値段は、バイインによる売買を行う日の

一定の順位により選択された指定金融商品市場（取

引所金融商品市場に限る。）における最終値段（指

定市場開設者の定める気配表示が行われていると

きは、当該最終気配値段を含み、株券については、

円位未満の端数を切り捨て、当該バイインを行う日

に最終値段（当該最終気配値段を含む。）がないと

き又は業務方法書第６４条第３項各号（第４号を除

く。）に掲げる日の２日前若しくは前日においては

当社がその都度定める値段とする。）と当該値段か

らその１０％相当額を加えた値段の範囲内の値段

とする。ただし、当社は、必要があると認めるとき

は、当該売付申込値段の範囲を臨時に変更すること

ができる。

付  則

１ この改正規定は、平成２７年１０月１３日から施行

する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当社と清

算参加者の間の決済を行うために必要な当社又は当

社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生
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じた場合その他やむを得ない事由により、改正後の規

定を適用することが適当でないと当社が認める場合

には、平成２７年１０月１３日以後の当社が定める日

から施行する。
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国債証券に関する証券決済未了の場合の取扱いに関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

（利子の補償） （利子の補償）

第４条 業務方法書第７３条第２項の規定による決済

を約定決済日以後最初に到来する利払期日（休業日に

当たる場合は、順次繰り下げる。）以降の日に行う場

合は、約定決済日に決済が行われていたとした場合に

同条第３項の規定により当社が指定した決済に係る

受方現物清算参加者が受領すべき利子に相当する額

を決済のために授受する金銭の額から差し引くもの

とする。

第４条 業務方法書第７３条第２項の規定により、決済

を利払期日（休業日に当たる場合は、順次繰り下げ

る。）に行う場合は、約定決済日に決済が行われてい

たとした場合に同条第３項の規定により当社が指定

した決済に係る受方現物清算参加者が受領すべき利

子に相当する額を決済のために授受する金銭の額か

ら差し引くものとする。

（削る） ２ 前項に規定する受領すべき利子に相当する額は、税

額相当額を差し引いた額とする。ただし、非課税扱い

の条件が付された売買の決済は、この限りではない。

付  則

１ この改正規定は、平成２７年１０月１３日から施行

する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当社と清

算参加者の間の決済を行うために必要な当社又は当

社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正後の規

定を適用することが適当でないと当社が認める場合

には、平成２７年１０月１３日以後の当社が定める日

から施行する。


